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湾岸アラブ諸国のエスノクラシー
一一労働市場における移民と国民一一
松尾昌樹*
Ethnocracy in the Arab Gulf Countries: 
Migrant Workers and Citizens in the Labor Market 
MATSUO Masaki* 
Abstract 
i特集論文 j
The economic globalization accelerates fluidity of international labor flow and the Arab Gulf 
Countries (AGCs) have huge number of foreign nationals. The societies of the AGCs are so unique 
in view of relation between nationals and migrants. Small native population， influx of huge 
number of migrant workers， social and economic asymmetrical relations between them， al these 
conditions brought a system that Longva calls “civic ethnocracy". 
Longva's argument of“civic ethnocracy" is one of m句orcontributions for studies about 
migrant issues in the AGCs and it posed political and social roles of migrant workers that sustain 
authoritarian natures of the AGCs. But because her discussion is based on qualitative analysis， 
we cannot confirm how much the gap between citizens and migrants in the AGCs and how much 
gap is required to sustain authoritarian regimes in the Gulf. This paper focusing on labor 
markets of Kuwait and Bahrain and scrutinizing difference between the two countries， clarifies 
that degree of division of labor between migrants and citizens affects resiliency of authoritarian 
regimes in the Gulf. 
キーワード:エスノクラシー，湾岸アラブ諸国，分業
Keywords: ethnocracy， the Arab Gulf Countries， division of labor 
I はじめに
湾岸アラブ諸国は，多くの移民を抱えており，クウェイトやカタル， UAEでは移民は自国民
* 宇都宮大学国際学部;Faculty of Int巴rnationalStudi巴s，Ut呂田omiyaUniv巴rsity，350， Minemachi， 
Utsunomiya， Tochigi， 321-8505， Japan/ e-mail: matsuom@Cc.utsunomiya-u.ac.jp 
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人口を凌駕するに至っている(表 1)。湾岸アラブ諸国の国民は，元来の国民人口規模が小さい
ことに加え，女性の労働参加率が低いため，結果的に労働人口が小さい。これに対して移民の
大半が就労目的で入国しているため，結果的に就労者に占める国民の割合は非常に低くなる。
表 1 湾岸アラブ諸国における国民と移民の人口と労働人口
国名，統計年 人口 就労人数と国民の割合
パハレーン 国民 568，399 177，032 25.2% 
2010 移民 666，172 526，175 
クウェイト 国民 860，324 207，844 18.5% 
2005 移民 1，333，327 918，019 
オマー ン(1) 国民 1，957，336 318，086 24.5% 
2010 移民 816，143 979，242 
カタノレ 国民
1，699，435(2) 
71，076 5.6% 
2010 移民 1，199，107 
アラブ首長国連邦 国民 825，495 511，623 15.5% 
2005 移民 3，280，932 2，794，226 
出典:[C巴ntralInformatics Organization (Bahrain) 2010J [C巴ntralStatistical Offic巴(Kuwait)2005J 
[Ministry of Dev巴lopment(Oman) 2011J [Statistics Authority (Qatar) 2011J [National Bureau of 
Statistics (United Arab Emirat巴呂:)2005J 
注:(1)オマーンの統計によれば，移民労働者の人口は総移民人口を超える。これはおそらく移民労働者人
口の統計が移民労働者カードの発行数から導き出された数値であり，移民人口が人口センサスの数値に依
拠しているという，情報源の違いに起因する。
(2)カタルは国民と移民の人口をセンサスで明らかにしていない。
湾岸アラブ諸国においては，労働力の主体は明らかに移民であり，移民なしにはほぼ全ての社
会・経済活動が成り立たない。にもかかわらず，移民は低賃労働分野に押し込まれており，受
け入れ国社会に統合されることもない。移民と国民の聞には大きな格差が顕在しており，これ
が湾岸アラブ諸国における自国民と移民の関係を特徴付けている。クウェイトでフィールドワ
ークを行ったロングヴァ(A.N. Longva)は，このような移民と国民の格差を前提とした湾岸
アラブ諸国の政治・社会をエスノクラシーの一種と捉えた。エスニックグ、ループの定義が多様
であるのと同様に，エスノクラシーの形態は多様であると指摘しつつ，ロングヴァはこれを国
民が移民を支配するクウェイトの状況に適用し， I市民権 citizenshipに基づくエスノクラシー」
と呼んだ[Longva2005: 119J。この市民権に基づくエスノクラシーにより，クウェイト人は従
属的な移民に対する優越感を獲得し，自分たちが移民を管理する権限を有する特権的な存在で
あると認識する。また，移民と自国民の二分法的認識は，自国民内部の格差を隠蔽する効果を
有する。この特権意識と二分法的認識により，石油以前に存在していた支配家系，大商人集団
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といった特権的な集団と一般国民との格差は，移民に対する優越感で解消される。この結果，
クウェイトでは石油以前の権威主義的な性格が今日も温存されていると論じる。このように，
ロングヴ、アは移民と自国民の関係を，単に抑圧者/被抑圧者としての枠組みだけではなく，移民
がクウェイト人の国民としての一体性を保持するための引き立て役 foilとして機能していると
論じ [Longva2000: 183J，さらにはクウェイトの権威主義体制を下支えする仕組みとして説明
した。
ただし，ロングヴァの「市民権に基づくエスノクラシー論」は，理念型であり，この仕組み
を実証研究によって明らかにする余地が残されている1)。本稿では，湾岸アラブ諸国の労働市場
を分析することで，この実証研究を行うものである。湾岸アラブ諸国における移民労働者研究
は，その数の増加や出身国の変動といった傾向については一定の蓄積があるものの(例えば，
[Birks and Sinclair 1980; Sherbiny 1984; Owen 1985; Feiler 1991; Looney 1994; 
Kapiszewski 2001; United Nations 2007;堀抜2009])，彼らが湾岸アラブ諸国の雇用を受け入
れ国の国民とどのように分け合っているのか，すなわち彼らの就労分野に関する定量的な研究
はほとんどなされていない。これに対して，本稿は労働市場分析を通じて，移民と国民の格差
を明らかにするものであり，この分析によってはじめて，湾岸アラブ諸国における移民労働者
の社会的機能を，賃金や就労分野といった詳細なデータと共に明らかにすることが可能となる。
なお，本稿が取り扱うのはマクロな視点、から見た湾岸アラブ諸国の労働市場を経由した国民
と移民の関係であるため，ミクロな関係一移民の個人的な社会関係の構築や各労働者の生存戦
略などは本特集を構成する他の論考に譲ることとし，本稿では取り扱わない。
I 問題枠組み
1 市民権に基づくエスノクラシー
エスノクラシーの概念が初めて湾岸アラブ諸国に適用されたのは，ロングヴァの 2005年の
論文“Neitherautocracy nor democracy but ethnocracy: citizens， expatriates and the 
socio-political system in Kuwait" [Longva 2005Jであった。ロングヴァは，象徴ではなく君
主が統治の実権を有する権威主義的な君主制を維持しながらも，政府を批判する事が可能な報
道の自由が存在し，また普通選挙が実施されているというクウェイトの政治体制を， I専制でも
なく，民主主義でもなし、」と評する。民主主義的な特徴を持ちながらも専制政治の特徴を持つ
1) 移民と国民の格差が，国民が政府から配分されている利益を再認識する契機となり，これが国民のー
体性の確立につながり，ひいては体制の安定化に寄与するとしサ説明枠組みは，ロングヴァ以前にナ
ッジャール (al-N勾jar) [al-Najjar 1993: 210-211Jやソイサル (Y.N. Soysal) [Soysal1994: 20J 
にも見られるが，これらの研究でも実証分析は行われていない。
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と見なされる一つの理由として，ロングヴァは，クウェイトにおいて外国人が抑圧されている
状況にあると考える。外国人が受け入れ国において参政権が制限され，またとりわけ移民労働
者に対して安全の保証がないことは，国際的に共通することであり，クウェイトや湾岸地域に
固有のことではない。しかしながら，クウェイトにおいては移民労働者の人数が膨大であるた
めに，少数の国民が多数の移民を抑圧し，支配する状況が生み出されるとし，これをクウェイ
トの政治的・社会的特徴に位置づける [Longva2005: 117-118J。
ロングヴァは，エスノクラシーの概念の考案者であるマズ、ルイ(A.Mazrui)の定義(1現実
であろうと，想定されているものであろうと，血縁に基づく政治システムJ)[Mazrui 1975J 
を踏まえつつ，この用語の近年の用法(支配エリートが自らの身体的特徴や文化的規範を国民
の本質と断定し，これに当てはまらない集団を政体から排除するというエリートの傾向を記述
する際に使用される用語)を念頭に，エスニック境界に沿って支配/被支配の境界が設定・運
用される政治制度として捉える。その上で，実際に支配エリートが用いる身体的あるいは文化
的差異や境界は多様であることから，現実に存在するエスノクラシ一体制もまた，南アフリカ
における「白人」と「黒人J，ボリビア，グ、ァテマラにおける「白人」と「メスティーゾ」とい
った「人種に基づくエスノクラシー」や，イスラエルにおける「ユダヤ教」を信仰するか否か
といった「宗教に基づくエスノクラシー」のように多様で、あり，湾岸アラブ諸国の場合は「市
民権を有するか否か」が支配/被支配を分けていると見なし，彼女はそれを「市民権に基づく
エスノクラシー」と呼んだ [1訓 19va2005: 119J。
これまでも，クウェイトに限らず，湾岸アラブ諸国における移民労働者の地位の低さは，人
権問題として批判されてきた。しかしながら，ロングヴァの議論は，移民労働者がクウェイト
において劣位に置かれている状況を，単に差別や抑圧の問題として捉えるのではなく，現地社
会の文脈に即して，彼らの機能を分析する点において新しく，またクウェイトにおける権威主
義体制の柔靭性や，移民と国民の社会的・政治的関係を考察する端緒となるものであった。ロ
ングヴァは，移民労働者の存在が，クウェイトにおいて，国民と移民の聞のあまりにも大きな
社会的・経済的な格差を生み出すことで，国民内部の格差一支配家系による政治権力の独占2)，
スンナ派とシーア派の宗派区分，国籍保持者と非保持者(ピドゥーン3))，伝統的商人集団によ
2) クウェイトを含む湾岸アラブ諸国では，一部に議会が存在するものの，制限内閣制が採用されている
ために，行政の最高権力を有する内閣の構成に国民の声を反映させる機能が存在しない。全ての湾岸
アラブ諸国において，首相の任命権限は首長に属し，組閣は首相の裁量下にあるため，主要な大臣ポ
ストは全て支配家系によって独占されている[松尾2010J。
3) アラビア語で「無いこと」を意味し，具体的には国籍を持たないことを意味する。クウェイトに限ら
ず，湾岸アラブ諸国に広く存在する。クウェイトでは， 1961年の独立時に何らかの理由で国籍登録を
行わず，そのために国民としての各種サービスを受給できずに，結果として国籍保持者との問で格差
が拡大した集団を指す。
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る商業界の寡占状態ーを隠蔽する効果を有すること [Longva2005: 120，129 J ，また国民が移民
に対して少数派となっているため，国民は移民を犠牲者とは見なさず，自己防衛として移民の
管理制度4)を実施していると見なしていること [Longva2005: 125J，国民は移民を管理する権
限を獲得することで「エンパワーメント」されているのであり，移民の脅威に対抗する特権的
集団として国民の紐帯が強化される[Longva2005: 126・127Jといった移民の機能を指摘する。
このように， I移民労働者が湾岸社会において権利がなく，力もなく，声なき存在であるという
事実は，彼らが社会学的に取るに足らない存在であることを意味しなし、J[Longva 2005: 135J 
のであり，移民とは単に搾取されるだけの存在ではなく，彼らが湾岸諸国の国民の一体性を生
み出し，その権威主義的体制を下支えする機能を有していることが明らかとされる。
湾岸諸国の権威主義体制の柔靭性を説明する枠組みとしては，レンティア国家仮説[Beblawi
and Luciani 1987Jがよく知られている。国内経済とは関係のない，外生的なレント収入に依
存する政府は，国民からの徴税から逃れることで国民の政治的要求を受け入れる必要性が低下
し，また税負担を免れた国民は政府から無償で提供される各種のサービスを受け入れることで
そのような政府に忠誠を誓う。このようなシステムにおいては，国民が政治改革要求を行わず，
また政府はそれを聞き入れる必要が無いので，民主化が阻害される。特に財政収入に占める石
油輸出収入の割合が高い湾岸アラブ諸国は，その権威主義的統治体制と相まって，レンティア
国家仮説に当てはまる国家としてよく知られている。この点について，ロングヴァは厳しい批
判を加える。日く， Iひとたび基本的な福祉サービスが行き届き，それが当たり前のことになっ
てしまうと，人々はそれを当然のこととみなすため，福祉サービスは政治的取り込み機能を失
うJ[Longva 2005: 134Jと。事実，レンティア国家仮説において，政府が国民を懐柔する中心
的な手段に位置づけられるレント収入の国民への配分については，それについて国民が満足し
続けるのか，具体的事例に基づいて分析されたことはなかった。ロングヴ、アの議論に従えば，
レント収入の配分が国民と移民の聞で明白な格差を伴うことで，湾岸諸国の国民は自らの特権
的な地位を確認し，エスノクラシー的政治・社会状況を維持しようと努めると理解される。
2 国民と移民の格差
4) アラビア語の「身元保証」を意味するカファーラを元に，カファーラ制度と呼ばれることが多い。湾
岸アラブ諸国では，雇用者が移民労働者の身元保証人(カフィール)になり，身元保証人は労働契約
の締結や解除，就労ピザの発給などの権利と責任を負う。移民が就労状況を改善する目的で労働契約
の改定を望んでも，契約の変更には身元引受人の承諾が必要であるため，移民労働者は身元引受人の
歓心を買おうと契約以上の労働を引き受ける傾向にある。あるいは逆に，労働条件の改善(あるいは
契約内容の遵守)を申し出ると，身元引受人の不評を買って一方的に契約を解除されてしまうため，
不当な要求も受け入れる傾向にある。湾岸アラブ諸国におけるカファーラ制度は，移民と身元引受人
の聞のアドホックな関係を強化する慣習として，しばしば批判されているが，改善されるには至って
いない[松尾2012J。
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では，移民と国民の格差とは，いかにして生み出されるのか。この問題を取り扱う際には，
まず湾岸アラブ諸国における「移民」のカテゴリーについて理解しておく必要がある。湾岸諸
国に居住する移民労働者の出自は多様であり，彼らの言語，宗教，民族的特徴は一様ではない。
にもかかわらずロングヴァが彼らを一括して「移民」と扱うのは，第一に，ロングヴァの関心
は湾岸アラブ諸国の視点、から移民を論じることにあり，当の湾岸アラブ諸国の国民が移民の多
様性を重要視せず，彼らを一括して「外国人居住者JCexpatriates) と取り扱うためである。
湾岸アラブ諸国の労働環境は，多様な出自を持つ移民から構成されるため，職場環境における
使用言語は，アラビア語，あるいは英語に統一されており，移民労働者の母(国)語ではない。
同一出身国の移民労働者が共通の職場で出会うことがあっても，そこに受け入れ国の雇用者が
同席する場合には，移民労働者の出身国の言語の使用は原則として禁止されることが多い。職
場以外の環境，すなわち移民労働者が住居を共有するような場合，そこでは出身国の言語が使
用され，出身国の生活習慣が維持されるが，このような環境は基本的に受け入れ国の国民の目
には触れない。湾岸アラブ諸国の国民の目の前では，移民労働者は出身固に応じた文化的・民
族的差異を消去され I移民」としてそこに存在しているのである。
第二に，公的にも， I移民」の多様性は抹消されている。湾岸アラブ諸国の統計には，移民の
出身国別の統計が存在しない場合が多い。あるいは，出身国別の移民統計が存在したとしても，
それは単に居住者人口や出入国者数のデータに過ぎない。彼らの就労分野や賃金，滞在年数，
年齢などに関する，出身国別の統計データがないため，出身国別に，湾岸アラブ諸国での彼ら
の生活を明らかにすることはできない。このため， I移民」の文化的背景や民族的差異に注目し
て，湾岸アラブ諸国における彼らの動態を把握することは不可能であり，本稿でも彼らを「移
民」として一括して扱う。
このような出身国別あるいは民族別の差異以外にも，移民の待遇にも多様性がある。例えば，
湾岸アラブ諸国における移民は，一般的には 2年前後の短期間の労働契約に基づいて入国する。
国によって制度は微細に異なるが，契約満了後には何らかの形で契約を更新することが可能な
ため，契約を更新し続けることで， 1契約期間毎(すなわちおおむね 2年毎)に数週間帰国す
るだけで，場合によっては 20年以上にわたって湾岸アラブ諸国で働き続けるものもいる。これ
とは別に，労働環境の悪さのために職場を逃亡したり 5)，あるいは契約終了時に帰国せずに不法
滞在化し，立場の弱い安価な労働力となって現地に留まる者もある。このように，移民労働者
の内部でも，賃金や待遇の格差は大きい。本稿では「移民」と一括して扱うが，このような多
5) 湾岸アラブ諸国では，カファーラ制度のために契約の解除には雇用者側の同意が必要なため，契約を
満了せずに職場を変更する目的で，職場を逃亡する者がいる。なお，移民労働者は雇用者にパスポー
トを預ける慣行があるため，契約満了以前に職場を逃亡する場合，帰国することができなくなり，不
法滞在者化することになる。
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様性を持つ集団であることは明記しておく。
次に，移民と国民の格差をし、かにして計測することができるだろうか。ロングヴ、アは，国籍
に基づくエスノクラシ一体制を形成する格差として，移民労働者が権威のある職に就くことは
ほとんどなく，彼らが社会的に低い地位にあること [Longva2005: 114J，国民が移民の労働契
約や就労ピザの発給を管理する手段を手にすることで，移民に対して権力を行使する支配者と
しての自己認識を獲得すること[Longva2005: 126J，石油の富によって国民全体が総中流化し，
その下位に移民が移入されることで，国民と移民の階層分化が形成されたこと [Longva2005: 
129Jを指摘する。これらは全て労働に関連する格差である。表 1で示したように，湾岸アラ
ブ諸国に居住する移民とその就労者数から明らかなように，移民の就労者数は居住人口のおお
むね 80%以上となっており，このことは移民の中に未就労年齢の子どもがほとんど存在せず，
また専業主婦も存在せず，彼らは労働目的で湾岸アラブ諸国に存在している労働者であること
が明らかである6)。このため，湾岸アラブ諸国における移民と国民の聞の格差を考察する際には，
労働に焦点を当てることに大きな意味がある。
また，一般に受け入れ国の労働市場に移民が流入すると，受け入れ国の国民の賃金が低下す
ることが指摘されている。しかしながら，ロングヴァが主張するような受け入れ国の国民の総
中流化と移民の下層化が実現するためには，労働市場における国民と移民の競合状態の解消を
目的に，政府による何らかの制度的な労働市場への介入が必要となる。この点を明らかにする
ためには，労働市場における移民と国民の格差を分析することが必要となる。しかしながら，
ロングヴァの分析の主眼は，移民と国民の日常的な関わり合いを定性的分析に基づいて叙述す
ることにあるので，実際に移民が国民に比べてどの程度低い地位にあるのか，あるいは国民が
どのように総中流化し，移民が下層集団としてどのように湾岸アラブ諸国に存在しているのか，
格差の定量的な分析は行われていない。これまでの湾岸アラブ諸国における移民労働者に関す
る定量的研究においては，移民労働者の人口増加のトレンドが主たる分析対象であった。そこ
では，移民労働者が一貫して増加し続けてきたことや，移民労働者に占めるアラブ系の減少と
アジア系の増加などが明らかにされてきたが，湾岸アラブ諸国の労働市場における国民と移民
の格差については，格差の存在が指摘されることは多いものの，その格差がどのように，そし
てどの程度生み出されているのか，明らかにされてこなかった。
また，ロングヴァはエスノクラシーを湾岸アラブ諸国に共通して見られる統治システムとし
て位置づけており，実際にエスノクラシー論を構成する要素(権威主義体制，移民に対する抑
6) 湾岸アラブ諸国では，住居費やその他生活費が高いため，移民労働者の大半は家族を呼び寄せずに単
身で滞在する。また，アラブ首長国連邦やクウェイトのように，家族呼び寄せに際して移民労働者が
受け入れ国の国民と同程度の賃金を獲得しているなどの条件が課されている場合があり，この条件を
満たすことができる労働者は少ないため，そのような場合もやはり単身で滞在することになる。
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圧的状況，移民と国民の格差)は，いずれも湾岸アラブ諸国に共通して見いだされうる。しか
しながら，彼女の提示する具体的な情報の大半はクウェイトを事例とするものであるため，ク
ウェイトをモデ、ルとしたエスノクラシ一体制がそれ以外の湾岸アラブ諸国にどの程度確立して
いるのか，検証される必要がある。例えば，ロングヴァは石油の利益を享受することでクウェ
イト人が総中流化したことを論じるが，これは他の湾岸アラブ諸国でも同様に見いだされる事
態なのであろうか。現実には，ロングヴァの議論とは異なり，権威主義体制の柔靭性には大き
な違いが見られる。例えば，パハレーンはクウェイトと同様に多くの移民労働者を受け入れて
いるが，独立以来反体制的な民衆運動が頻発してきた。また近年ではいわゆるアラブの春の影
響を受けて反体制運動が活発化し，サウディアラビアの軍事介入を招くに至っている。エスノ
クラシ一体制が湾岸アラブ諸国に共通する特徴であるなら，権威主義体制の安定度合いの違い
は，エスノクラシ一体制の強弱によって説明可能であろうか。このことは，既に挙げたレンテ
イア国家仮説の適合度合いについても，同様の事を指摘することができる。すなわち，レント
収入の配分が国民と移民の聞で明白な格差をもたらしているのであれば，エスノクラシー的な
レンティア国家体制と呼ぶべきものが存在していることを意味するが，仮にレント収入の配分
が国民と移民の格差を生み出す事に失敗している場合，エスノクラシーの確立に失敗している
ことになり，これはレンティア国家であろうとも失敗する事例として見なされることになる。
このように，湾岸アラブ諸国の労働市場分析を通じた国民と移民の関係の多様性の分析は，湾
岸アラブ諸国の権威主義体制の柔靭性の研究に大きな貢献を行う事になる。
3 分析方法
上記の問題関心から導き出される分析課題は，第一に，湾岸アラブ諸国の労働市場において，
移民と国民の聞の格差を見いだしうるか否かであり，第二に，この格差が湾岸アラブ諸国の権
威主義体制の柔靭性と関連するか否かである。この二点を明らかにすることで，ロングヴァの
提示するエスノクラシ一体制の具体性を明らかにすることができる。では，労働市場における
国民と移民の格差をいかにして確認することができるだろうか。湾岸アラブ諸国の各国政府は
労働に関する統計を公表しており，特にクウェイトとパハレーンは詳細な統計を公表している。
この二カ国は，先に指摘したとおり，国民の反体制運動の発生度合いにおいて大きな違いを示
しており，比較対象としても適している。このため，本稿ではクウェイトとパハレーンの統計
資料を基に分析を進め，この二カ国において労働市場における国民と移民の格差のあり方に差
異が，すなわちクウェイトにおいてエスノクラシ一体制がより完成されており，またパハレー
ンにおいてそれが不完全であることが確認されれば，それを両国の反体制運動の発生度合いの
背景として位置づけ，それをエスノクラシ一体制と権威主義体制の柔靭性の関連を指摘する根
拠とすることができる。
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本稿では，統計データの中から，国民/移民別の，部門別就労人口と，それぞれの賃金分布
データを採用する。部門は公的部門と民間部門，混合部門，およびそれ以外等に分類される。
部門別データを採用する利点としては，公的部門での雇用は，政府の支出によって賄われるた
め，これが国民へのレント配分の具体的事例の分析に適していることが挙げられる。公的部門
で国民の労働力をどの程度吸収させることができているのか，その割合を確認することで，国
民へのレント配分が一部にのみなされているのか，それとも全体的に行われているのか，その
様子を明らかにすることが可能となる。さらに，部門別分業体制は，両部門の聞の待遇の格差
(公的部門はプリンジ・ベネフィットに富み，また解雇や減給等のリスクが低いが，民間部門
はそうではない)の存在が想定されるため，国民を公的部門で吸収し，移民をそこから排除す
る状況が確認される場合，そこには国民と移民の聞に格差を設けて，国民の不満を和らげる効
果が発生していることが確認される。仮に国民が公的部門に集中し，移民が民間部門に集中し
ているような場合には，そこに国籍別の分業体制が存在していることを指摘できる。
また，賃金分布データは，それによって公的部門と民間部門の賃金格差を明らかにすること
ができるため，分業体制が「階統型分業」であるのか， I分離型分業」であるのかを確認する指
標ともなる。「階統型分業」とは，分業がそれによって各分野に就労する人々に社会的格付けや
生活機会の差異を生じることを想定させる形態であり，支配・抑圧関係を発生させる場合を指
し， I分離型分業」とは，分業される職種の問に上下関係が存在しない形態であり，それゆえに
支配・抑圧関係を生じさせない場合を指す[関根 1994:128-129J。公務員は，行政の担い手と
して国家や地方政府の運営に関わる業務を担う。このために公的部門に就労する集団は，支配
的な地位を獲得するように見なされるかもしれない。しかし同時に公務員は市民に奉仕する立
場と見なされることで，住民に従属的な地位にあると見なされることもある。この時，公的部
門の賃金が民間部門に比して明らかに高い場合には，公的部門に就労することが相対的な高所
得者を意味し，社会的に高いステイタスを保持していることにつながる。また，国民の多くが
公的部門に就労し，移民が民間部門に就労するような分業体制が見られる場合，湾岸アラブ諸
国では移民は行政サービスの受給者ではないため，公務員は移民に対して従属的立場をとるこ
とがない。そのような場合は，むしろ国民が一体となって国家を運営する主体であるという自
己認識を生み，そのような地位に就くことのできない移民に対して特権的な意識を形成すると
想定することができる。
11 労働市場分析
表 2は，クウェイトとパハレーンにおける分業体制を調査したものである。確かに，国民と
移民を比較すると，どちらの国においても，移民の大半は民間部門に就労しており，その意味
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では，移民と国民の部門別の分業体制が存在するように見える。しかしながら，国民内部にま
で視野を広げると，クウェイトでは国民の 90%以上が公的部門に就労しているのに対して，パ
ハレーンでは公的部門と民間部門への就労割合はほぼ半分程度でさほど変わらず，民間部門の
方が若干多い。
表2 クウェイトとパハレーンにおける国民と移民の分業体制
クウェイト (2005)
公的部門 民間部門 混合部門 不明 ム仁1、圭ロt
国民
189，631 15，934 1，327 952 207，844 
91.2% 7.7% 0.6% 0.5% 100.0% 
移民
74，912 837，931 3，523 1，653 918，019 
8.2% 91.3% 0.4% 0.2% 100.0% 
パハレーン (2010)
公的部門 民間部門 混合部門 国際機関 その他 不明 合計
74，136 83，827 9，454 269 404 8，942 177，032 
国民
41.9% 47.4% 5.3% 0.2% 0.2% 5.1% 100.0% 
移民
32，137 401，865 5，635 1，568 567 84，403 526，175 
6.1% 76.4% 1.1% 0.3% 0.1% 16.0% 100.0% 
出典:[C巴ntralStatistical Bureau (Kuwait) 2010J [Central Informatics Organization (Bahrain) 2010J 
では，公的部門に就労することは，社会的なステイタスを意味するのだろうか。グラフ 1・1
および 1・2はクウェイトの賃金分布を表したものである。公的部門(グラフ 1・1)においては，
移民が多く集中する賃金帯L 国民が集中する賃金帯の二つの山が形成されていることから明
らかなように，国民と移民が異なる賃金帯に属しており，両者が競合していないことが明らか
である。そこでは，移民の最多賃金帯は250クウェイト・デ、ィーナール(以下， KD)であり，
これに対して国民は 400KDであることから，国民は移民に対しておよそ1.6倍の賃金を得てい
ることが分かる。これは民間部門(グラフ 1-2)においても同様で、あり，移民が集中する賃金帯
(60KD) と自国民が集中する賃金帯 (480KD以上)の二極が形成されている事が分かる。公
的部門と民間部門のクウェイト人の賃金帯には大きな差は無いが，クウェイト人と移民の賃金
格差は，公的部門でも民間部門でも顕著である。国民の大半が公的部門に就労し，移民の大半
が民間部門に就労している事を考慮すると，両者の格差として比較すべきは公的部門の国民と
民間部門の移民の賃金格差となる。この格差は，公的部門に就労する国民の賃金が 400-600KD
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その差はおよそ 6倍民間部門に就労する移民の賃金が 60KD前後であり，であるのに対して，
から 10倍に達する。クウェイトにおいては，民間部門に就労する国民は国民全体から見て例外
民間部門に就労するク的な存在であり，彼らの賃金は公的部門のそれに近似する。すなわち，
ウェイト人は，公的部門と同等かそれ以上の賃金を獲得できて初めてそこに就労するのであり，
クウェイこのように，それ以外に民間部門に就労する意思も必要も無いことが明らかである。
クウェイトにおいては，国民と移民の聞の格差をはっきりと確認することができる。トでは，
公的部門に就労するクウェイト人と民間部門に就労する移民労働者という分業体制が確立され
これは賃金の面から考えて階統型分業体制であると見なすことができる。ており，
ロクウェイト人(公的部門)
固移民(公的部門)
? ? ? ?? 。 。 。? 。 。 ?
????
?
?
? ???????????
25% 
20% 
15% 
10% 
5% 
0% 
グラフ 1-1クウェイトにおける賃金分布公的部門2008年
出典: [Central Statistical Office (Kuwait) 2009aJより，筆者作成
ロクウェイト人(民間部門)
固移民(民間部門)
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1矛
唱争 E百時炉
~ ~ 
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グラフ 1-2クウェイトにおける賃金分布 民間部門2008年
出典: [Central Statistical Office (Kuwait) 2009b; 2009cJより，筆者作成
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これに対して，パハレーンの賃金分布のグラフ (1-3，1-4)は，クウェイトと全く異なる様
相を示している。公的部門に関するグラフ 1・3から判断すると，国民は 300パハレーン・ディ
ーナール(以下， BD) と 400BDの二つの最多賃金帯の山を形成しているが，移民は 300BD
を頂点とする大きな山を形成している。すなわち，移民と国民の最多賃金帯は近い位置にあり，
両者の待遇が大きく異なる様子は確認できない。民間部門(グラフ 1・4)においても，最多賃金
帯は移民で 100BD以下，国民で 150BDと異なるものの，これよりも大きな賃金帯では両者の
分布は変わらず，ほぽ同じ賃金帯に移民と国民が分布していること，すなわち両者が競合して
いる様子が見て取れる。公的部門においては，一般的に業績や景気に応じた解雇が存在しない
ことを考慮すると，国民と移民が同じ賃金帯に属していたとしても，両者の競合は弱いと想定
される。一方で，民間部門における解雇リスクは公的部門に比して一般的に高いことが想定さ
れるので，民間部門で、パハレーン人と移民労働者の競合関係はより苛烈であると見なすことが
できる。
30% 
20% 
10% 
0% 
ぷグ454F4P'dFdd
ロバハレーン人(公的部門)
固移民(公的部門)
30% 
20% 
10% 
0% 
賃金 (BD)
グラフ 1-3パハレーンにおける賃金分布公的部門， 2004年
出典: [Labour Market Regulation Authority (B油rain)2004Jより，筆者作成
ぷdF456P4P'dF4P'dF
ロパハレーン人(民間部門)
固移民(民間部門)
賃金 (BD)
グラフ 1-4パハレーンにおける賃金分布 民間部門， 2004年
出典: [Labour Market Regulation Authority (Bahr倒的2004Jより，筆者作成
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公的部門と民間部門において賃金格差が発生していることを考慮すると，民間部門と公的部
門の分業体制は階統型であると判断することができる。ただし，この格差は国民と移民の問だ
けではなく，国民の聞にも存在する(公的部門の国民の賃金が 300および 400BDであり，民
間部門の国民の賃金が 150BD)。このことは，社会的ステイタスを有する公的部門に就労する
国民と，そうではない国民という格差が生じていることをうかがわせる。このように考えると，
パハレーンにおいては，労働者は就労部門と賃金帯によって 4種類に分類できる。第 1集団は
公的部門に就労するパハレーン人であり，第 2集団は同部門に就労する移民労働者である。こ
の二つの集団は，強い競合に陥ることなく，民間部門に比して多くの賃金を得る。第 3集団は
民間部門に就労するパハレーン人であり，これは同じく民間部門に就労する移民労働者(第 4
集団)と競合関係にある。なお，第 3集団はより待遇のよい公的部門への就労を目指すため，
第4集団と競合関係にあるだけでなく，第 1集団や第 2集団とも競合関係にある。これらの競
合関係の中で，第3集団の最多賃金帯の 150BDと，第 1集団の最多賃金帯の 400BDを比較す
ると，国民の聞でもおよそ 2.6倍の格差が存在していることが明らかである。このことは，第3
集団のパハレーン人にとって，エスノクラシ一体制は移民との競合を回避する制度ではなく，
自分たちの賃金や労働環境の改善を阻む制度となる。さらに，公的部門での雇用がレント収入
の配分政策の一環であることを考慮すると，パハレーン人労働者のおよそ半数は，レント収入
の配分を享受できていないことを意味する。すなわち，パハレーンはレンティア国家でありな
がら，エスノクラシ一体制の確立に失敗した事例に位置づけることができる。
では，このような二国の差異は，いつ頃生み出されたのであろうか。グラフ 2・1，2・2はクウ
ェイトとパハレーンにおける総就労人口を部門別に分類し，その人口の変化を表したものであ
り，同時に国民の総就労者数をあわせて表示している。これによれば，クウェイトでは，公的
部門の雇用の拡大と国民の総就労人口は，ほぽ一致している。すなわち，クウェイトでは 1960
年代から既に国民を公的部門で吸収する政策が機能しており，これが 2005年まで継続してい
る。これに対して，パハレーンでは，公的部門の拡大が十分ではなく， 1968年から一貫して公
的部門で国民就労者の 40%程度しか吸収できていない。
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グラフ 2・1 クウェイト人労働力の増加と公的部門への就労
出典: [C阻むalStatistical Office (Kuwait)， Annual Statistical Abstract各号]より，筆者作成
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1968年 1981年 1991年 2001年 2010年
ロヱコ混合部門移民
E二コ公的部門移民
IIIII掴混合部門白国民
IIIII盟公的部門白国民
ーーー自国民総、就労者数
グラフ 2-2 パハレーン人労働力の増加と公的部門への就労
出典: [Statistical Bureau (Bahrain) 1969] [Directorate of Statistics (Bahrain) :各号)Jよ
り，筆者作成
表3 クウェイトとパハレーンの財政収支と賃金支出の割合
クウェイト (100万KD)
1974 1980 1985 1990 1995 1999 2005 
歳入 2，729 6，923 3，806 2，987 3，064 8，798 
支出 1，141 2，378 3，305 2，933 4，089 3，930 6，179 
賃金支出 205 462 696 918 1，099 1，392 1，940 
割合 18.0% 19.4% 21.1% 31.3% 26.9% 35.4% 31.4% 
収支 1，588 4，545 501 -1，102 -866 2，589 
パハレーン (100万BD)
1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 
歳入 129 445.7 541.4 495.1 564.2 1，084.7 1，254.2 
支出 123.5 377.7 527.7 598.2 690.8 1，018.7 1，462.8 
賃金支出 24.5 108.5 206.9 239.3 331.7 398.7 585.5 
割合 19.8% 28.7% 39.2% 40.0% 48.0% 39.1% 40.0% 
収支 5.5 68 13.7 -103.1 -126.6 66 -208.6 
出典:[International Monetary Fund:各号]より，筆者作成
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では，なぜクウェイトでは国民の大半を公的部門で雇用する事が可能となり，またパハレー
ンではそれが 40%に留まったのであろうか。表3は，クウェイトとパハレーンの歳入に占める
人件費とその割合である。これによると，クウェイトでは 1974年には賃金支出割合は 18%で
あったものの，それは徐々に増え，最も新しい 2005年の段階では 31.4%に達している。 1990
年の歳入と収支のデータがなく，また同年から 1999年まで収支が赤字であるのは，湾岸戦争
の影響と思われる。一方で、，パハレーンにおいても 75年には人件費は 19.8%とクウェイトと
同等の割合で、あったが，その後増加し， 2005年では 40%に達している。公的部門の拡大のた
めに人件費が財政支出の 3割から 4割を占めている事実は，人件費が予算を圧迫しているとい
う評価を招くかもしれない。しかしながら，クウェイトに関しては，湾岸戦争が発生した 1990
年からの 10年間を除いて，財政は大きな黒字を生み出してきたのであり，これは近年でも維持
されている。すなわち，財政から余剰が生み出されていることを考慮すると，クウェイトでは
人件費は財政を圧迫しているとは評価できない。しかしパハレーンの場合， 90年代以降は赤字
財政が継続しており，人件費比率の拡大は確実に財政を圧迫することを意味する。
このように，パハレーンにおいては，国民の労働人口に比して財政規模が小さいため，公的
部門で国民の一部のみを雇用する事になる。一方で，パハレーンでは財政的な余裕を背景に，
大量の国民を公的部門で雇用する事が可能となる。 90年代以降の赤字基調を考慮すると，パハ
レーンでは今後も国籍に基づく分業体制を実現することは不可能と想定されるが，一方のクウ
ェイトについては，潤沢な収支を背景に，国民を公的部門で吸収し続けることが可能となる。
IV 考察
上記の分析で，クウェイトとパハレーンの聞の国籍に基づく分業体制の違いが明瞭となった。
パハレーンにおいて権威主義体制に常に動揺が見られたこと，クウェイトにおいて 1960年代
のアラブ民族主義運動が活発な時期を除いて，反体制運動が不活発で、あったことは，上記のよ
うな分業体制の完成度合いと密接に関係する。湾岸アラブ諸国は，国民人口が小規模であり，
にもかかわらず石油輸出に基づく経済規模が大きいため，移民労働者を受け入れざるを得ない。
クウェイトとパハレーンは，いずれも石油開発と歩調を合わせて移民労働者を移入してきたが，
石油生産量を拡大させることができなかったパハレーンは，国民の労働人口の増加に財政の拡
大を一致させることができず，国民を公的部門で吸収させることが不可能となった。一方で，
クウェイトは潤沢な石油埋蔵量に支えられ，石油輸出収入を拡大させることで国民の大半を公
的部門で吸収し続けてきた。クウェイトは国籍に基づく分業体制の完成された形態であり，パ
ハレーンで、は分業体制は不完全で、あった。
このような分業体制の違いにより，両国における移民労働者の機能もまた異なる。クウェイ
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トにおいては，ロングヴァの主張するように，移民は国民の一体性を生み出し，国民を総中流
化させるための資源として用いられた。これに対して，パハレーンでは，移民は一部の国民と
競合関係にあり，同時に国民間の競合も生み出しているため，国民の一体性を生み出す機能よ
りも，国民の聞の断絶を促進する機能が働いていると見なすことができる。
パハレーンにおいて，体制を安定化させ，国民の一体性を生み出すために移民を利用するた
めには，公的部門に就労する移民労働者を解雇し，そこに国民を吸収する必要があるが，なぜ
これが行われないのであろうか。その理由は二つ存在する。一つは，公的部門に存在する移民
労働者を，何らかの理由で公的部門から解雇することが不可能なためである。必要とされる能
力を有する労働力を国民の中から獲得できない場合，例え公的部門であっても，そのような労
働力を海外から獲得せざるを得ない。現在のクウェイトにおいても公的部門のおよそ 28%程度
を移民に依存しているのは，国民から多様な労働力を生産できていないためである。第二に，
国民の聞に何らかの社会的亀裂が存在しており，これを公的部門に持ち込むことが忌避される
場合，例え有能な労働力が国民の内部に存在していても，彼らの代わりに移民労働者が採用さ
れる。パハレーンの場合，国民の内部にスンナ派とシーア派の宗派対立が存在しており，少数
派のスンナ派が多数派のシーア派を抑圧的に支配しているとされる。シーア派を行政の一部に
取り込むことが支配体制の弱体化につながると判断される場合，あるいは既得権益集団である
スンナ派から反対を受ける場合には，シーア派を公的部門に吸収することができないため，不
足する労働力を海外から移入する必要が生じる。ただし，特に後者のような状況については，
証拠が不足しているためにこれを確証することは困難である。パハレーンにおいては宗派別の
統計をしないため，宗派別に国民がどのような経済状態にあるのか，どのように労働市場で競
合しているのか，明らかにすることはできない。
このように，湾岸アラブ諸国における分業体制は一様ではなく，部門別の分業体制を可能と
するような財政力，国民構成の均質性/多様性など，それぞれの国家の特徴に応じた形態を持
つ。このため，国民と移民の関係も一様ではなく，ロングヴァが想定したような，国民の一体
性を生み出し，また国民を総中流化させるような移民の機能は，それを可能とする条件が整え
られて始めて機能することが明らかとなった。むしろそのような条件が存在しない場合，移民
と国民は別の関係を取り結ぶことになり，これは権威主義体制のほころびにつながることにな
る。ロングヴァの指摘するように，移民の存在が湾岸アラブ諸国のエスノクラシ一体制に寄与
するのであれば，彼らは湾岸アラブ諸国の権威主義体制を支える存在となり得る。逆に，エス
ノクラシ一体制の形成を阻むように作用する場合は，権威主義体制を脆弱にする。移民人口の
多寡や，移民が国民よりも劣位にあるという状況だけではなく，移民が国民を分断しうる存在
であることに注目することが必要であり，このような状況は労働市場分析を通じて初めて明ら
かになる。レンティア国家におけるレント配分政策の具体的事例の分析と，権威主義体制の柔
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靭性の説明変数としての移民と国民の関係を同時に考察しうる分析手法として，労働市場分析
は有効であり，今後もこの分析を進めて行くことが求められる。
謝辞
本論文は白山人類学研究会第 6回研究フォーラム「湾岸アラブ諸国における東南アジア出身
の外国人労働者一共生と分断の視点からJ(2012年 10月 6日，東洋大学白山キャンパス)にお
いて発表した内容に加筆・修正を加えたものである。同発表ではコメンテーターおよび参加者
から貴重な指摘を多数頂いた。また，本稿の査読者からは多くの示唆を頂いた。このような指
摘や示唆に感謝する。ただし，本稿のし、かなる誤りも筆者に帰するものである。なお，本研究
はJSPS科研費23401014，10396616の助成を受けたものである。
参考文献
Birks， J.S. and C. A. Sinclair 
1980 Arab Manpower;・theαおおofDevelopment， London: Croom Helm. 
Beblawi， H. and G. Luciani 
1987 The Rentier State， London: Croom Helm. 
Central Informatics Organization (Bahrain) 
2010 Census 2010 (http://www.cio.gov.bh). 
Central Statistical Bureau (Kuwait) 
2010 Annual Stati汐ticalAbstract (Kuwait)， Central Statistical Bureau (Kuwait). 
Central Statistical Office (Kuwait) 
Annual Statistical Abstract， Central Statistical Office (Kuwait) (各号). 
2005 General Population Census 2005， State of Kuwait (http://mopweb4.mop.gov.kw/). 
2009a Employment Statistic in Government Sector As of 30/6/2008， Central Statistical 
Office (Kuwait). 
2009b Main Features of National Labour Employment in the Private Sector As of 
30/6/200，δCentral Statistical Office (Kuwait). 
2009c Main Features of Expatriate Labour Employment in the Pri悶 teSector As of 
30/6/2008， Central Statistical Office (Kuwait). 
Directorate of Statistics (Bahrain) 
Statistical Abstract， Directorate of Statistics (Bahrain) (各号)
26
0123456789
26
白山人類学 16号 2013年3月
Feiler， G 
1991 Migration and Recession: Arab Labor Mobility in the Middle East， 1982・89，
Population and DeviθoJopment Review 17 (1): 134・155.
堀抜功二
2009 I湾岸アラブ産油国における外国人労働者問題と圏内政治の変容 アラブ首長国連
IMF 
邦を事例にJ~国際移動の比較政治学』日本比較政治学会編， 69-91ページ，京都:ミネ
ルヴ、ア書房.
Government Finance Statistics }旬rbook(各号)，Washington， D.C.: IMF. 
Kapiszewski， A.
2001 1ぬtionalsand Expatriates: Population and Labour Dilemmas of the Gulf 
Cooperation Council Stat，θ's， Reading: Ithaca. 
Labour Market Regulation Authority (Bahrain) 
2004 Labour Force Survey 2004， Bahrain Labo町 MarketIndicators (http: 
l/blmi.lmra.bh/) 
Longva， A.N. 
2005 Neither Autocracy Nor Democracy But Ethnocracy: Citizens， Expatriates and the 
Socio-Political System in Kuwait， In Monarchies and ]¥匂tions:Globa}jzation and 
Identity in the Arab States of the Gulf， edited by Dresh， P.and J. Piscatori， pp. 
114-135，London: 1. B. Tauris. 
Looney， R.E. 
1994 Manpower Policies and Development in the Persian Gulf Region， London: 
Praeger. 
松尾昌樹
2010 ~湾岸産油国:レンティア国家のゆくえ』東京:講談社.
2012 I湾岸諸国における移民労働者J~中東政治学』酒井啓子(編著)， 201・213ペー ジ，
東京:有斐閣.
Mazrui， A.A. 
1975 Soldiers and Kismen in Uganda: the Making of a Military Ethnocracy， Beverly 
Hills: Sage. 
Ministry of Development (uman) 
2011 Statistical 島'arbook2011， Sultanate of uman. 
al-Najjar， B.S. 
27
0123456789
27
松尾:湾岸アラブ諸国のエスノクラシー
1993 Population Policies in the Countries of the Gulf Co-operation Council: Politics and 
Society， lmmigrants & Minorities 12 (2): 200包18.
N ational Bureau of Statistics (United Arab Emirates) 
2005 Census 2005， UnitedArab Emirates (http://www.uaestatistics.gov.ae). 
Owen， R.
1985 Migrant Workers in the Gulf， Minority Rights Group. 
関根政美
1994 ~エスニシティの政治社会学 民族紛争の制度化のために』名古屋:名古屋大学出
版会.
Sherbiny， N. A. 
1984 Expatriate Labor Flows to the Arab Oil Countries in the 1980s， The Middle East 
ιゐurnal38(4): 643・667.
Soysal， Y.N. 
1994 Limits of αtizenship: Migrations and Postnational Membership in Europe， 
Chicago: The University of Chicago Press. 
Statistics Authority (Qatar) 
2011 Qatar 2010 Population and Housing Census， State of Qatar 
(http://www.qsa.gov.qa/). 
Statistical Bureau (Bahrain) 
1969 StatisticalAbstract 1968， Statistical Bureau (Bahrain). 
United Nations 
2007 Population and Development Report， Third lssue， lnternational Migration and 
Developmentin theArabRegion: Challenges and Opportunities， New York: United 
Nations. 
